










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Kenneth D. Peterson, Teacher Evaluation: A








制度 労政時報別冊」労務行政研究所 2006.9 pp.
194195
 「教員・公務員の業績評価制度を問う」自治体人事制
度研究会編、自治体研究社2000 p.4 に、次のよう
に述べている。
石原都政となった東京都は、99年10月26日、「危機
突破戦略プラン」を公表している。その第３章で、
「都政を改革する」と題して、「成果の重視」「スピー
ドの重視」「コスト意識の重視」の三つの視点を挙げ、
職員が参加する「改革ワーキンググループ」を活用し
て、行政評価制度や行政組織の見直し、民間委託の推
進、外部専門化の活用などを例示するとともに、人事
制度については、能力・業績評価制度を強化・徹底を
強調している。また、教員についても、12月２日、
「教員等人事考課制度導入に関する検討委員会」がそ
の最終報告で、2000年度からの業績評価制度の導入を
打ち出している。
以上のように、NPMの手法であることは明らかで
ある。また、同書は、p.188に、次のようなことを述
べている。
…国家及び自治体官僚制の病理の批判と克服を理由
にしたいわゆる「行政の現代化」を課題とする理論的
実践的な諸説が顕著である。これらの中には、市場原
理の徹底を唱え、盲目的に「行政の効率性」を信仰す
るもの、その結果、何よりも行政への成果主義・業績
主義の導入を志向するものなど、様々な「行政改革」
論が登場する。世界的には、新公共経営論（NPM）
と言われる潮流である。
教員評価制度と職務グレード制度 139
